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１. は じ め に
周知のように, 第二次世界大戦後, 日本の食料自給率は趨勢的に低下してきた｡ 1960年代
の食料自給率は60％程度であったが, 2000年代の後半には約40％程度に低下し, 輸入食料へ
の依存はますます高まっている (表１参照)｡
1990年代以降, 日本の食料輸入において, 野菜・加工食品の輸入増大がとくに著しい｡ 野
菜にかんしては, 現在すでに300万トン (生鮮野菜, 冷凍野菜, 乾燥野菜, 塩蔵野菜等の総
計) に達している｡ この日本の野菜, 加工食品輸入における中国の位置はかなり高い｡ つま
り, かつて1995年には日本の生鮮野菜輸入における中国産野菜のシェアは20％に過ぎなかっ
たが, 現在では中国産野菜のシェアはすでに約６割に達しており (表２参照), 中国への依
存度が高まっている｡
本稿は中国の対日食料輸出が増大する情勢の中で, 2000年代初めに食品安全問題が発生し,
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表１ 供給熱量総合食料自給率の推移 (％)
年 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2011
自給率 73 60 54 53 53 48 43 40 40 39 39
資料：農林水産省編 (2013) 89ページ｡
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表２ 日本の生鮮野菜輸入量と中国のシェア
日本の生鮮野菜
輸入量 (トン)
中国からの輸入
量 (トン)
中国のシェア
(％)
1995年 737,841 152,644 20.7
2000年 971,116 363,216 37.4
2005年 1,125,200 709,928 63.1
2010年 820,594 458,773 55.9
2011年 914,982 518,830 56.7
2012年 947,511 540,702 57.1
資料：財務省貿易統計および中華人民共和国農業部 (2014), 中華人民
共和国農業部 (2013) から作成｡
食品安全が大きな課題となったこと, その問題の解決策の一つとして, および協同組合間提
携の一つとして, 中国農村に新たに生まれつつある農業協同組合との協力のあり方などにつ
いて検討する｡
２. 中国産野菜の日本向け輸出の増大
中国の日本向け輸出野菜は, 重量ベースでみると, タマネギ, ニンジン, 長ネギなどが代
表的な品目である｡ とくに長ネギは, 中国の輸出量の増大が非常に急速であった品目であり,
1990年代後半からの10年あまりにおいて, 中国の輸出量は実に10倍に達している｡
現在日本のタマネギ, ショウガ, ニンニク輸入の中国への依存度はすでに90％以上に達し
ており, さらに, 近年では中国の輸出は野菜や肉類等の素材から, 相対的に付加価値の高い
加工食品全般へと拡大している｡
こうした急速な日中間の食料貿易の拡大は, 以下二点の日中双方の要因からもたらされて
いる｡
①日本側においては, バブル経済崩壊以降の景気低迷を背景とした, 日本国内の輸入食料
にたいする大口需要 (外食企業, 食品加工企業, 給食産業等) の拡大に対応し, 安価な輸入
農産物を供給するため, 日本の商社・種苗会社等が中国および東南アジアにおいて食料の開
発輸入戦略を進めたこと｡
②中国側においては, WTO加盟後, 中国の食料貿易が急速に拡大し生産能力が高まって
いること｡
こうした結果, 1989年以降, 日本は中国野菜の輸出相手国中第１位となり, 2000年には中
国が輸出する野菜の約６割が日本に輸出されることとなった｡ 現在 (2011年) では, 表３の
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表３ 中国の野菜輸出相手国 (2011年)
(単位：億ドル, ％)
相手国・地域
輸出金額
(億ドル)
構成比 (％)
1 日本 22.7 19.3
2 ベトナム 8.8 7.5
3 アメリカ 8.3 7.1
4 韓国 8.2 7.0
5 マレーシア 7.8 6.6
6 インドネシア 6.1 5.2
7 タイ 5.5 4.7
8 ロシア 5.1 4.3
9 香港 4.7 4.0
10 ドイツ 2.7 2.3
合計 79.9 100.0
資料：中華人民共和国農業部 (2012) 55ページから作成｡
ように, この比率は当時よりは低下しているものの, 依然として日本は中国にとって重要な
食料輸出相手国である｡
３. 日中間の食料貿易の増大と食品安全問題の発生
こうした情勢の結果, 日中間の食料貿易は拡大してきたが, 2002年には中国の輸出野菜に
おいて残留農薬問題が発生したことから, 大きな社会問題となった｡ この当時は, 合計56種
の生鮮野菜, 冷凍野菜から残留農薬基準を超過した野菜が検出され, 輸出停止等の措置が実
施された｡ この当時はホウレンソウ等の葉菜類からの検出が事案の中心的問題であった｡
中国政府, 各地の検疫局および食品輸出企業は輸出農産物にたいする検査を強化し, この
事案に対応したため, この問題はいったん収束に向かったが, 2003年において, 同種の問題
が再び発生したため, 日本側の政府, 輸入企業はこの問題が中国の農業生産における構造的
な問題であることを認識した｡
(１) 食品安全を確保するための中国政府および関係企業の管理体制改革の強化
2001年以降, 中国農業部はこの食品安全問題に関係する法制度の整備を進め, あわせて,
農産物品質安全を管理監督する組織の整備を進め, 農産物の安心安全問題への対応を進めて
きた｡
この一方で, 各地域の行政部門との関連を強化し, 各地で ｢無公害食品行動計画｣ を実施
した｡
さらに, 2007年には, 中国政府は国務院に国家食品安全指導小組を設置し, 当時の呉儀副
首相をこの小組の主任に任命し, 食品安全管理体制を強化した｡ この小組は後に ｢食品安全
委員会｣ に改組, 強化されている｡
こうした一連の行政組織の改革に加えて, ｢有機食品｣, ｢緑色食品｣, ｢無公害食品｣ 等の
認証制度の充実も進められた｡
(２) 残留農薬問題の発生と食料対日輸出企業への影響
2002年にはじめて残留農薬問題が顕在化して以降, 山東省等の対日輸出地域の企業には大
きな影響が発生した｡ つまり, 問題が発生してから, それまで一貫して増加傾向にあった対
日輸出量が減少を開始したため, 輸出が困難となった一部の企業では業績悪化や倒産が発生
したのである｡
しかし, 同時に, 中国政府関係機関による以下のような項目を主力とする新規定が実施さ
れ, 食品の安全確保が進められることとなった1)｡ 陳小帆編 (2004) によれば, その主要な
内容は以下の通りである｡
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1) ｢進出境蔬菜検験検疫管理弁法 (試行)｣ (輸出入野菜検査検疫管理方策) および ｢出境蔬菜種植基
地備案管理細則｣ (輸出野菜栽培基地登録および管理細則) などがその具体的施策である｡
①輸出企業は 20 ha以上の自社農場を設置しなければならない｡
②輸出企業は, 残留農薬検査機器を設置し, オペレーターを配置しなければならない｡
この中でとくに注目に値するのが, 産地仲買人システム (産地仲買人による農家からの買
い付けシステム) から自社農場生産システムへの転換である｡
この転換は, 残留農薬問題発生以降, とくに輸出農産物にたいする安全面での要求はます
ます厳格となり, 産地仲買人等の中間商人が農家から農産物を買い付ける従来までの方法で
は, とくに農薬散布等にかんする農家行動を管理することが困難となり, 輸出農産物の安全
管理において大きなリスクをもたらすこととなったため, システムの大幅な変更が求められ
たことを背景としている｡
こうして, 大多数の輸出企業は次々に自社農場を設置し, 輸出農産物の品質と安全につい
ての管理を強化したのである｡ そして, 一部の企業ではあるが, トレーサビリティシステム
を採用する企業も出現した｡
４. 2006年以降の農産物安全問題についての対応
それ以降, さらにさまざまな局面で食品安全にたいする制度強化がなされている｡
たとえば, 2006年には日本政府が農薬のポジティブリスト制を導入し, 農薬検査項目の大
幅な増加が実施された｡ これにより, 日本の検査水準は世界的にみても厳しい水準となった｡
しかし, 2008年には, 日本において, 中国産冷凍餃子において再び安全問題が発生し (後
に食品企業従業員による意図的な犯罪行為と認定), 日本国内で輸入食料にたいする不安が
ふたたび高まった｡ また中国国内でも粉ミルクへのメラミン混入事件が発生し, 大きな社会
問題となっている｡ こうした事件の発生のたびに日中間の食料貿易には大きな変動が発生し
ている｡
このように, 食品安全問題が深刻化するたびに, 日中両国政府および関係企業の安全対策
はさらに進められている｡ とくに, 中国の検疫当局 (CIQ) の食品検査水準も大きく向上し,
中国産輸出農産物の安全確保は進展している｡
こうした中で, 安全問題にかんする規制の強化は, 規制の厳格な日本市場への輸出を減少
させ, 東南アジア等への輸出を増加させる企業が出現するなどの事態をもたらしていること
も事実である｡ 言うまでもなく安全確保に関わる規制の強化は好ましいことではあるが, あ
まり進みすぎると, 日本への輸出減少を招来し, 日本国内の価格の上昇などの負の影響も無
視できなくなることも予想される｡
すでに述べたように, 日本は食料自給率が40％程度に低下し, 60％を海外に依存している
のが実態である｡ よって, 日本が輸入を途絶することは不可能であり, 今後は, 輸出国との
協力を基本に, 農産物の安全確保のための体制作りを進めていくことが重要であろう｡ その
ためには, 農産物の生産, 加工等の技術面における日本政府と中国政府との政府間の協力,
企業間の協力等を推進していく必要があると考えられる｡
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５. 食品安全における農民専業合作社の役割
2007年に中国で ｢農民専業合作社法｣ が公布されて以降, 中国には大量の農民専業合作社
(一種の農業協同組合) が生まれている｡ この組織は農民の協同組合組織であり, 従来の中
間商人の地位に替わって, 農民の利益を守ることのできる組織として機能することが求めら
れている｡
中国に生まれつつある農民専業合作社が, 日本の生活協同組合と交流を行うことは, 前述
した日中双方の民間交流の一つの試みとして, 両国人民の利益に合致したものであり, 食品
安全確保にとっても有利であろう｡
この具体的な事例として, 以下の事例が挙げられる｡
(１) 江蘇省射陽県千秋鎮の愛民米業専業合作社の事例
この愛民米業専業合作社は愛民米業公司 (江蘇省塩城市2) に立地する私営企業) と農家を
結びつけ, 江蘇省最大規模の米生産・加工・販売の一体化企業体を形成した｡ 中共中央党校
党建教研部 (2008) によると, 愛民米業公司は, 千秋鎮双龍村の村党支部書記を歴任した唐
玉花が中心となり創業した企業である｡ この企業は米の加工販売を中心とした企業であるが,
合作社による農家からの米の統一集荷に成功し, 生産・販売規模の拡大を達成した｡ 2008年
の調査段階で, 大規模農家458戸をはじめとして, 約５万戸の農家と契約を締結し, 全県19
郷鎮に３ヶ所の大規模契約農場 (総面積40数万ムー) を建設している｡ この合作社はこうし
て集荷した優良米 (約50万トン) を中国全土に販売, 日本 (日本の生協と米加工品の貿易で
交渉中), 東南アジア等の海外市場にも輸出を拡大している｡ 農家にとっては, ブランド形
成によって市場価格より 2～3％高価で販売できるだけでなく, 販売量に応じた利用高配当
が受けられるなど, 一定の経済的メリットが存在する (調査当時でこの農家の増収は毎年
300万元に達したとされる)｡
(２) 全市をあげての安全生産システムの模索と農民専業合作社
―山東省安丘市の事例―
山東省安丘市では, 全市をあげて食料の安全を確保する条例を制定し, そのなかで農民専
業合作社に重要な役割を与えている｡ そこでここでは, 山東省安丘市の事例を検討する｡
すでに述べてきたように, 2002年以降中国農村で実施されてきた食品輸出企業の自社農場
方式は, システム的には, それ以前普遍的であった産地仲買人を介しての集荷方式 (｢仲買
人仲介方式｣) に比べて, 農業生産・輸出会社による農薬管理の一元化が可能なことから,
システム的に格段に優れたものであり, 農産物・食品の安全確保の面において, その効果は
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2) 塩城市は江蘇省射陽県を所轄する地区級市である｡
高いと考えられる｡ また, このシステムに一筆毎の圃場管理システムを加えることによって,
食品トレーサビリティにも対応可能なシステムでもある3)｡
しかし, 中国産食品における安全問題の頻発による日本側の輸入量の減少と, 世界的な経
済不況のもとで, 中国の日本向け輸出量の減少が深刻となったこと, 一方で農場開設にあたっ
て多くの農地を借地によって集積しなければならず, 地代負担が企業にとって過大となった
ことから, 中国の農産物輸出企業は2007年前後から次第に経済的に苦しい状況に陥った4)｡
そこで中国政府と地方政府, さらに輸出企業が協力して, 現在いくつかの地域で, 新たな輸
出用農産物生産システムの構築を進めている｡
中国の産地が模索する新たな輸出用農産物生産システムの代表例の一つとして, 山東省の
｢安丘モデル｣ があげられる5)｡
山東省安丘市は有力な日本向け輸出野菜産地の一つであり, とくに長ネギ, タマネギ, ブ
ロッコリー等の大規模な輸出基地の圃場が広範に展開している｡ この市では, 農産物輸出が
市の重要産業であることから, これを振興し, あわせて農産物・食品の安全を確保するため
に, 全市をあげて ｢安丘市農産物安全条例｣ を制定した｡ この条例では, 市全域において安
全な農産物を生産する体制を構築するため, 具体的に以下の３点の対策を, 全市を対象に実
施している｡
①農民専業合作社を基本にした生産システムの改善：現在 ｢安丘システム｣ では, 生産基
盤を, 前述した企業農場システムから, 徐々に前述した農民専業合作社とよばれる農民の協
同組合組織による共同生産方式への転換を推進している｡ この転換の目的は, 協同組合組織
の優れた点を活用し, 広範な農民に先進的な生産技術・農薬管理技術を普及し, 国内向け農
産物にたいしても輸出向けに匹敵する安全管理水準を確保するため, また, 輸出企業の借地
料負担を軽減するための２点である｡ 転換により地代負担の軽減が可能なのは, 協同組合生
産方式はあくまで自作農が生産の主体となり, これまでの企業への有償での農地貸借が不要
となるためである｡ この転換を進める一方で, 協同組合の構成員 (農民) にたいする生産管
理水準 (とくに農薬管理水準) 向上のための研修を強化している｡
こうした農民専業合作社を基本とした生産システムを調査結果から紹介しよう｡
｢安丘市双贏果蔬専業合作社｣ (安丘市景芝鎮東営村) は2009年１月に登記成立した｡ 組
合員202人, 出資金総額は56万元, 組合員の農地は約1200ムーである｡ この農民専業合作社
はスイカと野菜を主に生産し, とくに組合員にたいする技術指導, 協同組合教育等に力を入
れている6)｡ この農民専業合作社は, 安全で安価な農業資材の供給, 統一販売, 組合員教育
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3) 現実に, 江蘇省のＡ社では野菜の生産・加工過程についてトレーサビリティシステムを導入してい
る｡ 詳しくは佐藤敦信・深湖・大島一二 (2004, 107～110ページ) 参照｡
4) この残留農薬事件, 餃子事件等による輸出企業の苦境と, 対応については, 坂爪浩史・朴紅・坂下
明彦 (2006), 菊地昌弥 (2008) 等に詳しい｡
5) この部分は安丘市における現地調査結果, および山東出入境検験検疫局食品処・山東出入境検験検
疫局認証処・坊出入境検験検疫局・安丘市人民政府編 (2007) 等を参考にした｡
6) すでに2009年の上半期だけで, のべ1200人が講習会に参加した｡
を組合の活動の三つの柱としている｡
また, ｢安丘市奥通大葱専業合作社｣ (安丘市新安街道村) は, とくに長ネギ生産に特
化した合作社であり, これも2009年に登記成立した｡ 組合員数86人, 出資金総額20万元で,
組合員の農地は約300ムーである｡ この農民専業合作社は安丘市の特産物である長ネギを主
に生産し, とくに安全な生産システムの構築に力を入れている｡
｢安丘市富邦農副産品専業合作社｣ (安丘市柘山鎮祝家庄村) も2009年１月に登記成立し
た農民専業合作社である｡ 組合員100人, 組合員の農地は約500ムーである｡ この農民専業合
作社は落花生と野菜を主に生産し, とくに落花生については, 緑色食品, 無公害食品の認証
を取得し, 東南アジア, ヨーロッパ, 日本等の海外への輸出を積極的に行っているところに
特徴がある｡ この農民専業合作社は, 認証取得のために, 安全な農業資材の供給に力を入れ
ている｡
安丘市では, こうした農民専業合作社が次々に形成されている｡
②農薬販売・管理の一元化：農産物の安全を確保するのに, 農民専業合作社や企業単位で
の農薬管理ではそれを完全なものとすることは難しい｡ とくに安丘市の場合, 古くから大き
な野菜産地であり, 市内の農薬販売店もかなり数が多かったため, その中には劣悪な品質の
農薬や販売禁止農薬を販売する小売店が後を絶たなかった｡ これに根本的に対処するため,
市では農薬管理条例を制定し, 原則として一般の民間小売店に農薬販売を許可せず, 市直営
の直営販売店が一元的に販売・管理する制度を導入した｡ これにより, 各農民専業合作社・
企業・農民が安全な農薬・化学肥料等を入手することがより容易となった｡
③検査機械利用効率の向上：安丘市内には, 検疫局・市政府の検査機関や各輸出企業に比
較的多数の残留農薬検査機器が装備されているが, 機関・企業の所在が市の中心部に地域的
に偏在しており, 企業の垣根もあって全体として利用率は低かった｡ 市の関連部門はこの点
に着目し, 検査機器とオペレーターを機関・企業の枠をこえて登録・管理し, 互いに融通す
る検査機器・オペレーター共同利用システムを開発し, 市全体として検査の頻度を上げるこ
とに成功した｡
これら一連の取り組みは, これまでの輸出企業を単位とした安全対策をより拡大し, 農民
専業合作社を基本に市全域を対象とすることから, 最終的には国内向け農産物全般の安全対
策をも視野に入れたものである｡ また, 企業農場制を徐々に協同組合方式の生産に切り替え
ようとするのは, 輸出量減少に対応した輸出企業の借地料コストの削減のための方策ともい
える｡ しかし, 様々な改革も, 肝心の輸出農産物の安全管理にゆるみが発生しては元も子も
ない｡ よって, 今後安丘市に代表される中国の産地は, 安全管理に万全の注意を払いつつ,
より広範囲を対象にした, また, より低コストの安全に配慮した生産システムを構築してい
くという困難な道を歩むことになるのである｡ しかし, その取り組みはすでに開始されてい
る7)｡
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(３) その他の合作社の事例
①山東省蒼山県 (中国におけるゴボウ, ニンニクの重要な産地) における蒼山県会宝山生
態産業合作社は, 荒廃が進んだ山間部の植林と並行して有機ニンニク栽培, 輸出を中心に取
り組んでおり, すでに全県で11,600戸の農家の加入を達成している｡ こうした合作社と日本
の生活協同組合との提携は安全確保にも有利であろう｡
②日本向け輸出野菜産地として有名な山東省即墨市の青島皇潤特色農産物専業合作社は,
地域の安全な農産物の輸出に取り組んでおり, 一部では日本の生活協同組合との提携が進ん
でいる｡
このように, 輸入食料の安全確保のために, 日中双方の協同組合の協力による取り組みを
もっと増加させてもよいと考えられる｡
６. まとめにかえて
ここまでみてきたように, 日中間の食料貿易は, 日中双方の経済的要因から大きく拡大し
てきた｡ 一方, この間2000年代初めには, 深刻な食品安全問題が発生したが, それに伴って,
日中両国政府・関係企業の食品安全確保のための様々な努力がなされ, 食品安全は従前との
比較で確実に改善していると言っても過言ではない｡
ひるがえって, 日本は農業衰退により食料自給率40％という大きな課題を抱えている｡ こ
のため, 今後も大量の海外産食料に依存する体制が継続されるであろう｡
よって, すでに述べてきたように, 今後とも, 日本が輸入を途絶することは不可能であり,
輸出国との協力を基本に, 新たに生まれつつある農民専業合作社などとの提携を通じて, 食
品・農産物の安全確保のための体制作りを進めていくことが重要であると考えられる8)｡
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Role of the Agricultural Cooperatives in the Expansion
of Food Trading between Japan and China
OSHIMA Kazutsugu
Domestic Japanese food production catered for 60％ of the country’s needs in the 1960s, but,
by the late 2000s, that figure stood at 40％. This drop led to an increase in imports such as
vegetables and processed food－most of which has recently come from China.
In the early 2000s, there were serious food security problems in China. These posed
challenges in Japan, a country which relies heavily on Chinese foodstuffs. In future, it will be
important to build a system in Japan which is capable of sustaining agricultural food supplies, with
the cooperation of exporting countries. Specifically, the system should nurture the link between
Japan and China ; the technical aspects of agricultural food production and processing, both at
government and company level, will be needed. In particular, Japanese consumer cooperatives
should build partnerships with Chinese agricultural cooperatives, which have been recently
organized in rural areas.
